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ですませてもよい｡ だが, それですますには, 
共済活動の意味ははるかに大きい｡ 































死亡, 事故, 失業, そしてだれにも避けられぬ
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きるのは, 職場での怪我や死亡への対処である｡ 
いまのことばでいえば ｢労災｣ すなわち ｢労働
者災害補償保険｣ である｡ これは保険の掛け金
をすべて会社側がはらう｡ 日本では工場法のな






11年) 制定, 実施は1927年 (昭和 2 年), それほ
ど遅れたわけではない｡ 米にいたっては未だそ




















交渉10年｣ に, おもによる｡ 
老いへの対策 
製綱労働組合共済部の ｢養老給与金｣ がある｡ 
その形成のこまごまとした過程はこの組合史に
















の 2 に記した｡ 
その傍証のひとつは, 共済部の実際である｡ 
共済部とは組合員のなかの希望者で, ほぼ組合
員の 8 割が加入していた｡ 給付金額は低くない｡ 
加入期間 1 年未満でも160円, あとは 1 年ごとに 
5 円増し (ただし以上は男のばあいで, 女は給
付も掛け金も半額｡  以下男のばあいを記す), 
したがって20年勤続の場合は260円となる｡ さ






ほぼ月65円とすれば, ざっと 7 ヶ月弱にあたる｡ 
今日と違い年金ではないが, けっして些少な金
額とはいえまい｡ なお, いうまでもなく, 別に
会社の規定による解雇退職手当が上積みされ
た｡ 





















ば上積みになる｡ 加入期間 1 年未満は20円,  1 
年ごとに 3 円を増す｡ かりに20年勤続者であれ
ば80円, それに脱退給与金があわさるから結局





与金｣ である｡ そのとき一日あたり 1 円20銭を
はらう｡ それは当時の日賃金の半分ていどであ
ろうか｡ いまの方には説明をしなければわかる
まい｡ 戦前, 健康な男性は20歳 (数え年で21歳) 
で 2－3 年間兵隊になる義務があった｡ 徴兵で
ある｡ 兵営に入るので ｢入営｣ といい, その間
を ｢現役兵｣ という｡ 入営すれば働けず賃金が
ない｡ それではのこされた家族がこまる｡ もっ
とも現役兵は多く独身で扶養する家族がなく, 







もとめた｡ その詳細は第 6 章でみよう｡ 
ほかに健康保険のいわば上積みとして ｢長期




険料は労資折半で, 当時はそれぞれ100分の 2 
であった｡ そして 6 ヶ月までの療養費をはらう
のであった｡ いまと違うのは, 業務上の負傷, 
疾病も含まれていた (再び注 2 参照)｡ 
財源 
共済活動の財源は 3 つあった｡ 第 1 , 組合員







第 2 , 組合員の出資金である｡ のちにみるよ
うに, カネを一次融通する金融部などの資金は, 
組合員から一口10円でつのった｡ 







体交渉であったが, わずか 4 事項を企業統一交
渉した｡ そのわずか 4 事項のうち, とりわけ重
要な事項はふたつあった｡ そのひとつが, 健康
保労働者負担分 2 ％の半額に相当するカネを, 















なった｡ 出資者は1,755名, ほとんど組合員の 9 
割におよんだ｡ 一口10円をはらいこむ｡ 出資の










1936年現在, 貯金総額14万 6 千円, 貸付金総
額 6 万 3 千弱に達する｡ 組合員ひとりあたりそ
れぞれほぼ100円, 40円ほどとなり, 月の賃金額

















のほぼ 8 割にのぼる, と組合史は記す (p.174)｡ 
出資金は 1 口10円, 1935年度の売上金総額は45
万 7 千400円,  1 組合員平均の利用額は289円, 月
賃金のおよそ 3 ,  4 倍にものぼる｡ つまり年収

























足時, 労働者負担 2 ％に加え, その半分にあた












事業成績はよく, 年 5 ,  6 千円の利益をあげてい
た｡ また消費組合の売上げの一部も金融部に預



































省社会局 ｢労働運動年報｣ となろうか｡ 当時は
非公開でも戦後は復刻公刊されている｡ その
年々のシリーズで節を設けて共済活動へ言及し
ているのは , 消費組合を別にすれば , 1928年 







いる｡ ｂ. しかし, 日本ではあまりそこに重き
をおいていない｡ ｃ. しかも健康保険法ができ
て, 共済活動はやや ｢閑却｣ 視される傾向があ
る｡ ｄ. 当時の状況は, 本人の死亡, 疾病, 入
営, 火災, 家族の死亡などが対象で, 共済金額




和 6 年) の年報からであるが, なお記述がすく
ない｡ 






















年報｣ はいう (p.185)｡ 1933年総同盟中央委員
会は傘下各組合に共済組合をつくるよう勧告し






労働組合であった｡ 総同盟の機関誌 ｢労働｣ が
共済活動を紹介しているのも, まず東京鐵工で
あり (33年 4 月号), ついで中央合同労組であっ

















中心組合のひとつであり, 1935年時点で 3 千名
の組合員を擁し, 団体協約締結数は 5－7 を数
える, と ｢総同盟50年史｣ は紹介する｡ いささ
かの注釈をくわえれば, 戦前の総同盟の組合組







に加盟した (より詳しくはこのシリーズその 3 , 





る｡ このばあい団体協約数とは, その支部ごと, 
すなわち企業や事業所の一部従業員 (多数も少





























表 4－1 共済制度の比較：その 1 
脱退給与金 ― 製綱労働組合と中央合同労働組合 
 製綱労働組合 中央合同労働組合 
 1 年未満 なし 1／2 
 1 － 4 年 1／2 1／2 
 5 － 9 3／4 1 
10－14 1 記載不十分 
15－ 1.5 記載不十分 
20－ 1.5 2 
 
ただし製綱は失業給与金がある｡ かりに勤続




ははるかに低い｡  1 年未満 5 円, あと 1 年ごと
に 2 円にたいし, 製綱労働組合は 1 年未満20円, 





時点では, 加入 1 年未満 7 円, あと加入年
数におうじ, たとえば10年未満では50円で
あった｡ しかるに1934年には死亡は200円
と記す｡ この高額の支給条件は ｢労働｣ の
面接記事ではわからない｡ これにたいし製






では,  1 年未満 4 円, あと 1 年増すごとに 1 
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ｅ. 入営：中央合同労働組合は 2 ヶ月以上の入
営にかぎり 3 円, 他方, 製綱は10円, しか
























年時点で組合員 4 千名, 協約締結数も13をかぞ
えていた  (｢総同盟50年史｣  p.369.)｡ それが
1933年より共済活動をはじめた｡ ただし共済の
範囲は製綱労働組合にくらべはるかに狭い｡ 火



























心であった｡ すでに1928年 (昭和 3 年) 総同盟
の傘下の 2 大地域組織のひとつ, 関東同盟は労







後空襲で焼けの原となったこの土地に, 木造 2 
階建ての総同盟本部と全繊同盟本部 (繊維産業





 4 万円で買収し 1 万 5 千円をかけて改造した｡ 
そのカネはまさしく組合員からの寄付によった｡ 
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その点はさきにもふれたが, 総同盟機関誌 ｢労
働｣ が毎号, 寄付者の名, 寄付金現在高額を記
して寄付を促した｡ まさに貧者の一灯によるも
のであった｡ 1931年 ｢財団法人日本労働会館｣ 
として発足した｡ 
規模は小さくない｡ 土地350坪 (1200平方メ
ートル弱), 建物のべ220坪,  2 階には組合大会を
開けるホール, そして一階に傘下組合の事務所
をあつめ, 日々30名余の専従者が出勤していた｡ 












































































経営志林 第47巻 4 号 2011年 1 月  49 
わゆる ｢右翼｣ の組合にかぎらず, ｢左翼｣ に















表 4－2 総同盟関係消費組合事業成績 
年次 組合数 組合員数 
1 組合員あたり 
一ヶ月利用高(円) 
1928 13 5,064 7.73 
1929 21 4,818 8.49 
1930 21 4,640 9.93 
1931 20 4,551 8.18 
1932 19 3,839 10.52 
1934 18 4,585 12.40 





よう｡ 1928年の組合数を別にして, 組合数, 組









わい1935年 ｢労働運動年報｣ は, 総同盟関係15
組合の個別組合ごとの, 組合員ひとりあたり 1 
か月利用高を掲げている｡ 20円をこえるものが 
4 組合, うち 3 が製綱関係である｡ 20－25円で






大きさに依存するのである｡ ｢労働｣ 1933年 6 
月号, また1934年11月号所載の写真つきの訪問
記事によれば, 川崎の製綱労働会館はのべ172
坪, うち24,  5 坪を店にあてる｡ 他の資料もあ
わせれば, 取りあつかい商品は米, 酒, 味噌, 
醤油, 砂糖, 乾物類, さらに作業服, 足袋など
もある｡ 精米部まであった｡ ｢労働｣ 1934年11
月号 (p.9) によれば 8 人の ｢常任｣ が働いてい
る｡ 開店時間は当初は昼休と就業後 2 時間半で
あったが, しだいにのびたという｡ のびた開店
時間は不詳である｡ 
消費組合の方式は ｢労働運動年報｣ によれば 




なお配当は 6 分, とこの資料はいう｡ ただし, 
｢労働｣ 1933年 2 月号の訪問記事によると, 出
資金の配当にとどまらず購買配当があり, 結局
年約 2 割 8 分の配当になる, と記す｡ 
そうじて共済事業開始の時期は, さきの内務





たのは, 総同盟の方針設定の時期にあう｡ 1933, 
34年であって, 総同盟の1933年の中央委員会決
定の時期に近い｡ 




















































年間払う (鐘紡100年史, pp.121－125)｡ こうし
た高水準の共済組合は国鉄をはじめ専売局, 印
刷局 (いずれもいまの財務省), 逓信部 (いまの
郵政省と NTT), また海軍の造船工場などいわ
ゆる ｢官業｣ すなわち国有工場に大いに広がっ


























する雑誌 ｢工業之大日本｣ に連載し, また日光
については 4 日かけて尋ね, 共済福利につき80
ページをこす文章を書いている｡ 
なお, 鐘紡については会社の公刊本 (鐘淵紡





野の文章におもによることにした (間 ［1989a］ 
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ば440円, ざっと当時の月賃金のほぼ 7 ヶ月分
である｡ これにたいし鐘紡は, 勤続15年でも受









なく, ほぼその 5 分の 1 にあたる ｢高等職夫｣ 
すなわち ｢組長｣ と ｢副組長｣ にかぎられるよ







と6.6ヶ月分, 他の廃疾には 4 ケ月の一時金を払
























し,  4 日目から賃金の半分を 3 ヶ月まで, ただし
勤続 5 年以上者には 5 ヶ月まではらう｡ 日光は
病気には賃金の60－90％ (あとにいくほど高く
なる) を払う｡ ただし, この資料のかぎりでは
その期間がわからない｡ 他方, 製綱は健保がで





かったらしく (｢鐘紡百年史｣ p.126－7., 佐口 
［1965］ p.37.), 結局, 製綱との差が小さくなっ
たようだ｡ 財源では, なお不詳の点が多いけれ
ど, 概して大差ないとおもわれる｡ 製綱の健保
は本人, 会社それぞれ 2 ％づつの負担, 会社が
さらに 1 ％分を組合に年々寄付している｡ 鐘紡
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は共済のときは本人 2 ％, 会社はそれ以上 (額
は不詳), 日光は前記文献のかぎりでは半々と
もわれるが, はっきりしない｡ 




表 4－3 代表的な事例の比較, 要約表 
― 製綱労働組合, 鐘紡共済会, 日光銅共済会 
 製綱 鐘紡 日光 
老    
養老  年金  
勤続20年－ 440円＝ 7 カ月   
勤続15年－  年収の 3 倍 400－500円 
死亡 (非業務上) 6.6ヶ月 500円まで 
勤続などによる 
20－30円 
廃疾 (非業務上) 430円 不詳, 一説に500円以内 10－50円 
負傷 あり 全額 
 3 ヶ月 
 5 年以上勤続 5 ヶ月 
あり 
失業    




脱退金 340円 390円 
保険掛け金の全額 
なし 
応召    
 10円 早すぎる時代 早すぎる時代 
疾病 健保   
長期上積み 10円 
 6 月以上の長期 
 4 日目から1／2 
 3 ヶ月 
 5 年以上勤続 5 ヶ月 
60－90％ 
いつまでか不詳 
分娩 あり あり あり 
金融部    








消費組合 あり あり あり 
利用高 収入の 4 分の 1  不詳 不詳 
労働会館 あり   
 当時の最大級 なし なし 
財源    
健保 本人 2 ％ 








鐘紡：宇野右衛門 ｢鐘紡の職工待遇法 ― 工業之日本より抜粋｣ 間宏監修 ｢日本労務管理史資料集｣ 第 2 期
第 1 巻, 1989, 五山堂｡ 佐口卓 ［1965］ pp.30－33.また, 鐘紡 ［1922］ にもよる4)｡ 
日光電気精銅：宇野右衛門 ｢模範工場集｣ 間宏監修 ｢日本労務管理史資料集｣ 第 2 期第 9 巻, 1989, 五山
堂. 
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ぼ 1 年分の収入にあたり, 建築費の全額ではな
いにしても, 相当な割合にのぼるであろう｡ 実
際に1936年には16戸建築された｡ 貸出件数は
1935年で17戸, 組合員の数1,800人のほぼ 1 ％に
すぎないが, 当時この制度は川崎にのみあり, 











消費組合は 3 社ともあるけれど, その水準の
比較は資料上むつかしい｡ 製綱はさきにもふれ
たように月賃金の 3 分の 1 ないし 4 分の 1 ほども
利用していた｡ だが, 対する鐘紡, 日光の利用

















手ににぎる｡ 他は会社がほぼにぎる｡ 鐘紡は, 
本部役員はすべて経営のナンバーワン支配人が
選任し, 支部役員も委員長は工場長, 委員 4 名
















































報｣ にも記載があろうが, その時期の ｢時報｣ 
は披見できなかった｡ ｢労働｣ の記事のひとつ
は1933年 9 月号 p.19, 全 1 ページをあてた ｢製
綱背任問題の真相とその前後処置について ― 
製綱川崎支部声明書を発す｣ , 他はおなじく 



















前後策を協議, 結局組合金融部本部から 5 千円, 
製綱組合支部基金から 1 千円, 同本部組合基金









合の歴史 ｢団体交渉10年｣ ですら, この件はわ








は基金の出納管理に, たとえば 4 人の連名, 印
鑑も 4 個そろえることを要する, などと苦心し













































































健二, 和田勝 ［1999］ (625p. pp.58－60.］ 参照｡ 
 3) 初期の製綱労働組合川崎支部の消費組合につい




やめ利益金を配当する方針をとった｡  6 分の配当
をすでに初期からおこなっている｡ 初期は昼休み
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